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下 監 第 2 8 号 

平成30年７月19日 

 

 

下田市長 福 井 祐 輔  様 

 

 

下田市監査委員 鈴 木 貞 雄 

下田市監査委員 増 田  清   

 

 

財政援助団体等に係る監査結果報告書 

 

 地方自治法第199条第７項の規定に基づき財政援助団体に係る監査を実施したので、

その結果を同条第９項の規定により次のとおり報告します。 
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１ 監査の種別  

財政援助団体に係る監査 

 

２ 監査の期間  

平成30年４月９日から平成30年５月31日まで 

 

３ 監査の対象  

(1)  下田市夏期海岸対策協議会 

・ 下田市夏期海岸対策協議会補助金 

(2)  一般社団法人下田市シルバー人材センター 

・ シルバー人材センター補助金 

  ※市単独補助のうち、100万円以上の補助金を交付している団体から抽出した。 

 

４ 監査の範囲  

平成29年度の財政援助に係る出納及び事務事業の執行状況 

 

５ 監査の方法  

事前審査を実施した上で、所属長及び関係職員から提出資料に基づく説明を聴取し、補

助金の交付目的に沿って出納及び事務事業が適正に執行されているか監査した。 

 

６ 概要及び監査の結果 

    次のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(注) 

１ 文中の率については、原則として小数点以下第２位を「四捨五入」とし、構成比率においては合計が100

となるよう一部調整してある。また、収入率及び執行率は例外的に99.95％以上100.00％未満の場合

は99.9％、100.00％を超え100.05％未満の場合は100.1％としてある。なお、△印については「マイナス」

の表示である。 

２ 各表中の率で「0.0」と表示しているものは当該数値があるが、表示単位未満のものである。 

３ 年号表示のないものは「平成」である。
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１ 下田市夏期海岸対策協議会 

 ・下田市夏期海岸対策協議会補助金 

(1) 組織の概要 （平成30年3月末現在） 

設 立 目 的：海水浴場等での水難防止及び水難者の捜索救護、並びに海 

水浴場などの管理運営に必要な対策を行う。 

会 員 数：41人（官公署、団体の長等） 

職 員 数：事務局３名 （観光交流課職員兼務） 

 

(2) 補助金の交付状況 

  所 管 課：観光交流課 

  交 付 目 的：海水浴場等による水難の未然防止及び水難者の捜索救護並 

びに海水浴場等の管理運営に必要な対策を実施するため。 

  支出の根拠：「下田市海水浴場に関する条例」 

「下田市負担金補助及び交付金に関する規則」 

 

 

 

  

 

 

(3) 事業実績および決算の状況   

  主な事業実績： 

・ライフセーバー等の活動による水難事故の防止、清掃活動の実施 

・白浜海水浴場整備工事 

・看板設置工事（津波避難誘導、キャンプ禁止、条例） 

                

収入                    （平成30年3月31日現在） 

科 目 予算額 収入済額 収入率 摘 要

円 円 ％
12,000,000 12,000,000 100.0

負担金 1,303,000 1,302,000 99.9 支部負担金、浜地整地一部負担金

雑収入 200,000 315,230 157.6
自動販売機売上手数料、自動販売機
占用料他

繰入金 1,000 0 0.0

繰越金 689,000 689,072 100.1

合 計 14,193,000 14,306,302 100.8

補助金 市補助金

 

補助金名称 年度 金 額
総支出額に占める

市補助金の割合
交付年月日

円 ％
12,000,000 92.9

Ｈ28 11,000,000 89.9 （参考）

下田市夏期海岸対策
協議会補助金

Ｈ29 H29.7.28
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歳出 

 

  

(4) 監査の結果 

交付関係書類、決算書及び関係諸帳簿等を審査した結果、市補助金の  

執行は交付目的に沿い、おおむね適正に処理されていると認められた。

なお、支部事業費、監視費補助金、清掃業務費の交付については、常に支

部間の公平性を保ち実施されたい。  

 

 

 

予算額 支出済額 執行率 摘 要
円 円 ％

5,000 0 0.0

130,000 82,988 63.8 保険料、水質検査船使用料他

13,789,000 12,837,399 93.1

地区助成金 1,000,000 1,000,000 100.0

捜索費 1,000 0 0.0

工事請負費 1,200,000 641,520 53.5 各種啓発看板設置

需用費 170,000 169,623 99.8

備品費 1,000 0 0.0

監視費補助金 6,233,000 6,065,256 97.3 ライフセーバー等による監視業務

支部事業費 2,432,000 2,426,000 99.8

清掃業務費 1,240,000 1,023,000 82.5

災害対策費 1,512,000 1,512,000 100.0 海水浴場浜地整地業務

1,000 0 0.0

268,000 0 0.0

14,193,000 12,920,387 91.0

予 備 費

合 計

科 目

事 務 費

事 業 費

基金積立金

会 議 費
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２ 一般社団法人下田市シルバー人材センター 

 ・下田市シルバー人材センター補助金 

(1) 組織の概要 （平成30年3月末現在） 

設立目的 ：高齢者の希望に応じた臨時的かつ短期的な就業又はその他の 

      軽易な業務に係る就業の機会を確保し、組織的に提供するこ 

となどにより、高齢者の就業を援助し、生きがいの充実、社 

会参加の推進を図り、高齢者の能力を生かした活力ある地域 

社会づくりに寄与する。 

会 員 数：105名 

職 員 数：２名 

 

(2) 補助金の交付状況 

 所 管 課：福祉事務所 

 交付目的：高齢者の就業機会の増大と福祉の増進を図るため。 

支出の根拠：「下田市社会福祉施設補助金交付要綱」 

       及び「下田市負担金補助及交付金に関する規則」      

補助金名称 年度 金額
総事業費に占める

市補助金の割合 交付年月日

円 ％
2,336,000 5.4

Ｈ28 2,336,000 5.6 （参考）

シルバー人材センター

補助金

Ｈ29
H29.6.29
H29.8.30

      

 (3) 事業実績及び決算の状況 

  事業実績                  （単位：人、千円、％） 

会員数 受注件数 契約金額
就業延
実人員

就業延日
人員

就業実人員 就業率

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ（Ｆ÷Ａ）

Ｈ29 105 876 38,113 698 8,613 82 78.1

Ｈ28 114 892 36,212 734 8,403 81 71.1

Ｈ27 110 861 34,575 733 8,338 78 70.9

 

   収益的収入   

科 目 （ 項 ） 予 算 現 額 収 入 済 額 収入率 摘 要

円 円 ％
36,680,000 37,671,312 102.7

受 取 会 費 278,000 278,000 100.0 正会員、賛助会員（法人10社）

受取補助金等 4,672,000 4,672,000 100.0 国、市補助金

受取寄附金 1,000 0 0.0

雑 収 益 442,000 442,070 100.1 預金利息、消費税等

合 計 42,073,000 43,063,382 102.4

受取配分金、材料費等、事務費受託事業収益
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 収益的支出 

科 目 （ 項 ） 予 算 現 額 支 出 済 額 執行率 摘 要

円 円 ％
33,655,693 34,276,344 101.8

管 理 費 9,056,000 8,880,152 98.1 人件費他

合 計 42,711,693 43,156,496 101.0

事 業 費 支払配分金、材料費等、修繕費他

 

 

(4) 監査の結果 

交付関係書類、決算書及び関係諸帳簿等を審査した結果、市補助金の  

執行は交付目的に沿い、おおむね適正に処理されていると認められた。  

今後も高齢者の就職場所、生きがいづくりの機会の増大を図り、地域社

会の活性化、福祉の増進に努められたい。 


